
４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 １０　月 １１　月 １２　月 １　月 ２　月 ３　月 ４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 １０　月 １１　月 １２　月 １　月 ２　月 ３　月

市町別担い手集積目標・
推進計画作成

プラン策定の話し合い 推進会議 地元説明 案策定・検討会 推進会議 地元説明 案策定・検討会　プラン決定

遊休農地調査 とりまとめ

利用意向調査

耕作地意向調査
その他農業台帳調査

貸付希望農地リスト 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新 更新

借受希望者リスト 県域公募（１回目） 県域公募（２回目） 追加公募 県域公募（１回目） 県域公募（２回目） 追加公募

マッチング

（地域内合意のあるもの）

（地域内合意のないもの）

　　　　　　　

広島市 安芸高田市 神石高原町 三次市

　

　重点実施区域設定 　ＪＡへの業務委託強化

参考事項 　市町等業務委託 　コーディネータ強化

　コーディネ－タ強化 　意見交換の活発化

　使用貸借採用 　組織体制強化・事務改善

　事務改善 物納採用 　機構集積協力金見直し

会議等開催 推進会議
理事会

評価委員会
　推進会議 評価委員会 理事会

推進会議
評価委員会

理事会
重点実施
区域指定

　推進会議 理事会 評価委員会 　推進会議 評価委員会 理事会 　推進会議 評価委員会 理事会

意見交換会

人・農地プラン
関　連　事　務

意見交換会

農地法関連事務

　 農地中間管理事業

　プラン決定

農地情報公開システム
の運用開始

平成２８年度農地中間管理事業・関連事務連携スケジュール

平　　成　　２　８　　年　　度　（計画）　平　　成　　２　７　　年　　度　　（実績）

　農地利用最適化推進
委員設置

制度見直し等

農地パトロール

　フェーズ２へ移行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査入力・順次公開

重点的な取組 計画 【変更なし】

○ ２８年度計画推進の留意点

１ 大規模産地育成 農地ナビ等を活用した新たな貸付農地の確保

２ 集落法人設立・規模拡大 重点実施区域の再点検・基盤整備事業との一体的な推進

３ 新規就農者・認定農業者育成 担い手リスト及び農地ナビを活用した農業委員会（農地利用最適化推進委員）

と地域駐在コーディネータと連携したフリーマッチングも実施

充実

前倒 前倒

借受希望

貸付希望

反映

反映

貸付希望

反映

農地ナビ活用に係る検討委員会（Ｈ27.8.12設置）

○ 目的

農地ナビを活用して，貸付希望のある農地の中

からまとまりのある農地をピックアップし借受

希望者に結びつける仕組みの検討

○ 参加者

廿日市市・安芸高田市・世羅町農業委員会，県，

県農業会議，機構

試行：安芸高田市（全域），三次市（旧三次市）

○ 農業委員会利用意向調査結果の活用

○ 借受希望者の掘り起し，明確化

・ 人・農地プラン推進による借受希望働きかけ

・ ニーズの詳細把握

○ 対象農地の掘り起し，明確化

・ 農地所有者へ貸付の働きかけ，集団化のための個別対応

○ マッチング方法の検討

・ 農地ナビに落として見える化

・ 借受希望者が複数の場合の選定方法，検討役割分担等

〇 マッチング実施

Ｈ３０年度

４月：福山市 ７月：大崎上島町

働きかけ

農地

パトロール

Ｈ２９年度

５月：東広島市

７月：呉市・竹原市・三原市・尾道市・大竹市・廿日市市

熊野町・北広島町・府中市・世羅町・庄原市

反映

重点的な取組計画 目標面積：1,200ｈａ

１ 産地育成・強化につながる大規模な農地集積

２ 集落法人の新設・規模拡大につながる農地集積

３ 新規就農・認定農業者への農地集積・分散錯圃の解消

借受希望

働きかけ

先行市町実施

国調査・認定農業者台帳更新作業

市町別担い

手リスト・集

積実績更新

市町別集積目標再検討・

推進計画案の作成

市町別推進

計画決定

残りの市町に拡大

実質運用開始

役割分担

【農地利用最適化推進委員】

・ 農地情報（遊休農地・貸付希望農地）の収集・提供

・ 貸付希望者ニーズの収集・提供

・ マッチングへの協力

【地域駐在コーディネータ】

・ 借受希望者ニーズの収集・提供

・ マッチング
マ

ッ

チ

ン

グ

会

議

前倒

実績 157経営体1,187ｈａ

１ 大規模産地育成 9〃 57ｈａ

２ 集落法人設立・規模拡大 80〃 987ｈａ

３ 新規就農者・認定農業者育成 68〃 143ｈａ
課 題

○ 借受希望者の掘り起しやニーズに基づくマッチングが必要

○ 産地育成（大規模な農地集積等）に対する取り組みが更に必要

目標面積 1,400ｈａ

充実

Ⅱ フリーマッチングによる農地集積

新規

借受希望者ニーズ詳細把握

マ

ッ

チ

ン

グ

会

議

Ⅰ人・農地プランによる農地集積

すべての協力金の年度内交付条件

の利用権設定期限【変更後】

市町別担い

手リスト・集

積見通作成

モデル実施

２９年度以降毎年度実施

最新版 最新版 最新版最新版
最新版最新版

○ 単発の貸付希望農地対応

未対応

○ 農地法による利用意向調査対応

手法確立

（別紙）

遊休農地の課税強化

（固定資産税評価適用）


